官邸お庭番日誌(最終号) 
2012年12月17日
　前号でお約束していたように、本号で以って「官邸お庭番日誌」を閉じることにする。長い間のご愛読に感謝したい。
2010年9月、参議院議員を辞めて非議員の財務副大臣として2カ月を経過したところで内閣改造となり、財務副大臣を辞めることになった。本来であれば、そのまま永田町界隈から、さっさと札幌に帰るべきところを、内閣官房参与として菅総理から任命され、税制改正と社会保障改革を担当することとなり、野田内閣でも引き続き同じ任務とともに、アイヌ政策実務者会議の座長代理を担当してきたが、今回の解散・総選挙で以ってすべての任務は終わることとなる。
□改革のとん挫、参議院選挙での敗北がすべて
　考えてみると、政権交代から3年3か月余、内閣の一員として政権与党内にいて仕事をさせていただいた。おそらく、政権交代後の政府の側に最初から最後までいただけでなく、官邸内に事務所を設置していただき、これまた一番長く官邸内にいた者の一人だと思う。どれだけの仕事ができたかどうかは別にして、消費税の引き上げを始めとする税制改革を中心に、政府税制調査会の改革から運営、オブザーバー委員として内閣全体の立場に立った問題提起など、自分なりに全力を尽くしてきた3年余であったと思う。もちろん、参議院選挙での敗北を受け、ねじれ国会の下で法案の拒否権を自民党に握られて以降、いくら政府・与党内で決定しても、そのままの形で法案通過が見込めなくなってしまった。そのため、納税者権利憲章の制定をはじめとする納税環境整備も一歩後退を余儀なくさせられ、改革はその第一歩を踏み出したに過ぎない。
□マイナンバー法案、三党は成立に向けて努力を
さらに、マイナンバー制度の導入は、三党の実務関係者のおおよその合意を取り付けるまでに至っていたにもかかわらず、最後は廃案の憂き目にあってしまった。実に慙愧に堪えない。もっとも、2年間懸けて法案を策定したこと自体は、今後の政治の展開の中で実現に向けた素地を作り上げたともいえるわけで、自分なりに努力をしてきたことが、何時かは報われる日が来ると信じている。この間、社会保障室の皆さんや番号制度創設に向けて努力していただいた皆さん方に、心から感謝し御礼を申し上げたい。目標が提示されたときに、官僚の皆さん方の発揮される力は実に素晴らしく、改めてその能力に目覚めさせられた一人である。今後とも政治は、間違った政治主導ではなく一緒になって目標を共有しながら、その実現に向かってともに努力してほしい。
□度を越した公務員・政治バッシングは何を意味するのか
ここで考えてみたいことがある。それは、昨今の政治不信や行政不信、つまりは政府不信が蔓延したことである。そのことで一体何が起こるのか、想像を逞しくして欲しいのだ。もちろん、あってはならない政治家の不祥事や政局優先の理不尽な国会運営、官僚の皆さん方のともすれば「省あって国なし、局あって省なし」という縦割りの弊害や、コンプライアンスに欠けた振る舞いなど、是正すべき問題は、当然正していくべきことは言うまでもない。そうではなく、政治家や公務員に対する度を越したバッシングの数々が猛威を振るい始めれば、当然政府不信が蔓延する。そうなれば、国民から税や社会保険料を徴収することに対して、抵抗感が増大し、所得再分配機能は低下し続ける。そうなれば、所得階層の低い方たちの貧困や格差問題を解決することができなくなることは必至なのだ。昨今の生活保護に対する様々なバッシングは、そのことの表れと言えよう。
□教育に見る格差問題の深刻さ、政府の再分配機能拡大を
すでに、教育の分野では、親の所得・収入による格差が学歴格差に結びつき、それが就職格差などへと連動し、貧富の格差は世代間で再生産され続けてきている。これは、教育に対する公的な支出を大きく削ってきたことと強く連動している。先進国(OECD)の教育費に対する国的支出の比率をみると、日本はGDPで約3%、すなわち約7,5兆円も少ないという実態がある。教育に対する「自由な競争」を許し、私的な教育費(塾や予備校など)による格差拡大を放置し続けてきたことが背景にあるのだ。このような格差を縮小させていくためには、公的な教育の復権を図る必要があり、そのために必要な財源を国民の税金から徴収して、みんなで賄うべきことは言うまでもない。事態は、もうすでにそのようなレベルを超えて進んでおり、その回復は不可能と思われる域に至っている。でも、あきらめてはならないのであり、格差社会解消の王道は再分配政策の強化以外にないのだ。もちろん教育だけでなく、社会保障こそが一番の再分配政策が求められる分野であることは言うまでもない。
□社会保障の改革と充実により、連帯社会の再構築を
とすれば、いたずらな公務員バッシングや政治不信を煽ることは、このような税や社会保険料負担の道を困難にすることになる。低所得層だけでなく、中間層と言われる方たちにとっても、所得再分配による安定した老後保障や格差の縮小など、不安定な現代社会にとって不可欠なインフラストラクチャーの整備は不可欠である。現代社会は、いつなんどき雇用喪失するかもしれないし、家族が事故や難病や重篤な病を患うこともありうる社会なのだ。それに備えるべく、社会保障や教育分野では、誰でもが安心してサービスを受けられる連帯社会を作り上げる道こそが、これからの日本の進むべき道だと言えよう。
□デフレからの脱却は政府による需要創出から
実は、今の日本経済をデフレから脱却していくためにも社会保障や教育といった分野に、公的セクターが積極的に需要を作り出すことが重要であり、経済の回復に通ずることを見逃すことはできない。政府の作り出す需要を通じて失業者を救済し、完全雇用に向けていくことで、間違いなく内需は拡大するだけでなく、税や保険料の負担は、結果として高額所得層に多く負担することになるだけに、限界消費性向の低い高所得層から国民全体のサービス消費の支出に回すことで、これまた内需を拡大していけるのだ。今後、その負担増と需要拡大を進めていく第一歩として、今回の「税社会保障一体改革」が、困難な政治環境の下で成し遂げられたのである。この改革を絶対に後退させてはならないのであり、金融政策(実は形を変えた財政政策なのだが)によって、強引にインフレをつくりだすことで国民からの税負担をしなくても済むという幻想を振りまいている政治勢力が、政権の中心を担おうとしていることに危惧の念を強く持たざるを得ない。成熟化した日本経済の成長は、人口減少もあり多くは望めない中で、スタグフレーションという難問に直面する可能性が高い。
□まだまだ耐えられる日本社会の国民負担率の増加
考えてもみて欲しい、高齢化比率が約25%と世界一のレベルに近づきつつあり、当然医療費や年金や介護費用は増大し、税・社会保険料負担(合わせて政府は国民負担率というが、本来は国民連帯率と言うべき)も高まる。その国民負担率が、先進国の中でアメリカと並んで低く抑えられていて、もっぱら不足するものを赤字国債で賄っているのが現状である。負担を上げたとしても、十分にやっていける実例は、スウェーデンやデンマークといった北欧だけでなく、ドイツやフランス等でも実証済みである。なんと、医療・介護・子育て・年金・教育といった社会的支出のGDPに占める社会的支出比率は、アメリカでもスウェーデンでも大きな差はない。違いは、税や社会保険料によって政府の再分配に委ねるか、それとも市場で私的に負担するのか、の違いに過ぎないのだ。日本はどちらを選択するべきなのだろうか。
□新自由主義路線に舞い戻って良いのか
われわれは、既に一度小泉政権下で実際に新自由主義的な路線、すなわちアメリカ型の道を選択し多経験を有している。その結果は、社会保障がずたずたにされ、その弊害が誰の目にも明らかになり、自民党政権下で与謝野さんや柳沢さん、尾辻さんといった社会保障重視派の方たちが路線を大転換させ、社会保障と税一体改革の道を築いて来られたのである。民主党政権も、公約違反は承知の上で、結果としてこの路線に舞い戻らざるを得なかったのだ。当然の事だろう。にもかかわらず、もう一度新自由主義的な路線に戻そうとする政権がつくられようとしている。何としても、その道を阻止していけるよう全力を尽くしていく以外にない。
□財政の持続可能性への赤信号が灯りつづけている
その際、日本はもう一つ重大かつ深刻な問題に直面していることを見失ってはならない。それは、財政赤字が単年度だけでも40兆円を優に超え、過去からの累積額が何とGDPの200%を超してなお増大し続けていることである。実にデフレの下で長期国債の利子率が1%を切るという未曽有の低金利に助けられて、利払い費が少なく済んでいる。これが、いつ引き上がるのか、市場関係者は固唾をのんで注目し続けている。もし、インフレターゲット論者が言うように2~3%というインフレ率に持って行けたとしても、そのことによる国債金利が跳ね上がり、利払い費の急騰は中期的に避けられない。
それだけに、大変苦しいことではあるが、増税をしたとしても、その中からフローでの単年度財政赤字を削減し、やがては財政黒字に転換させるとともに、ストックの財政赤字累積額削減にまで視野に置く必要がある。社会保障財源だけでなく、それ以上に財政赤字分の解消のための増税にならざるを得ないことを正直に国民に訴え、その解決に向けた協力をお願いするしかない。日本の経済の現実からすれば、なかなか厳しい道ではあるが、決して不可能なことではない。国民の蓄積している金融資産規模は、1500兆円を超えている。毎年の国民負担率、とりわけ租税負担率は先進国のなかで最低の水準であり、まだまだ引き上げは不可能ではない。消費税率一つとってみても、5%という水準はデンマークなど25%に到達している国と比較して、まだまだ引き上げの余地が十分にあることを示している。
もし、それが不可能となれば、インフレという大増税が待ち受けており、有無を言わせずにすべての国民からお金の値打ちを下げることによって大増税を進めることになる。インフレ対策のできない中低所得層は大打撃を受けることになる。
□「可能性の芸術」としての政治、「熟議の民主主義」確立を
問題は政治である。今年、特例公債法案の成立の際に、野田総理は今後3年間は特例公債法は、政局に絡めないで予算と一緒に通していくことを提案し、実現した。素晴らしいことだと思う。今度の国会でも、解散総選挙で自民・公明政権が成立しても、参議院では自公だけでは過半数は獲得できていない。ただし、衆議院だけで320議席を超し3分の2を超えており、参議院で否決したとしても再議決可能である。
問題は、2015年だけでなく、高齢化のピークと言われる2025年ぐらいまでを見通した、財政再建や社会保障改革などを進めていく際に、どうしても国民にある程度の負担をお願いし続けなければならず、そのことが政局に絡んでくると日本の財政や社会保障だけでなく、国民経済全体が維持不可能になってしまう危険性が大となる。
それだけに、必要になっていることは、この難問を解決していける政治的な力を結集することであり、「妥協の芸術」であるべき「政治の技を磨き続ける」ことではないだろうか。国民も、そのことの重大性に早く気が付き、難局を切り抜けていくために必要な政治を求めていくことではなかろうか。こういう局面では、ポピュリストが台頭してくる危険性が高く、時には国を破局に向かわせることの危険性を指摘しておこう。
もっとも、今回の選挙結果からすれば、外交姿勢の右傾化による日本の国際的孤立化、核を含む軍事力強化への傾斜が懸念される。平和国家日本が危うくなりつつある。どう打開していけるのか、今後の対外構想力とそれに裏付けられた国民的運動・ネットワーク化が不可欠なのだ。
最後に、これからの自分なりの情報の発信をどのように継続していけるのか、しばし時間をかけて考えていきたい。本当に長い間のご愛顧に感謝し、主の交代と共に、お庭番は官邸から静かに去っていきたい。
(2012年12月17日午前8時50分札幌にて)
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